
○文化財保護法（昭和二十五年法律第二百十四号） （抄） 

 

（文化財の定義） 

第二条 この法律で「文化財」とは、次に掲げるものをいう。 

一 建造物、絵画、彫刻、工芸品、書跡、典籍、古文書その他の有形の文化的所産で我が国にとつて

歴史上又は芸術上価値の高いもの（これらのものと一体をなしてその価値を形成している土地その他

の物件を含む。）並びに考古資料及びその他の学術上価値の高い歴史資料（以下「有形文化財」とい

う。） 

二 略 

三 衣食住、生業、信仰、年中行事等に関する風俗慣習、民俗芸能、民俗技術及びこれらに用いられ

る衣服、器具、家屋その他の物件で我が国民の生活の推移の理解のため欠くことのできないもの（以

下「民俗文化財」という。） 

四 貝づか、古墳、都城跡、城跡、旧宅その他の遺跡で我が国にとつて歴史上又は学術上価値の高い

もの、庭園、橋梁、峡谷、海浜、山岳その他の名勝地で我が国にとつて芸術上又は観賞上価値の高い

もの並びに動物（生息地、繁殖地及び渡来地を含む。）、植物（自生地を含む。）及び地質鉱物（特

異な自然の現象の生じている土地を含む。）で我が国にとつて学術上価値の高いもの（以下「記念物」

という。） 

五 略 

六 周囲の環境と一体をなして歴史的風致を形成している伝統的な建造物群で価値の高いもの（以下

「伝統的建造物群」という。） 

 

２・３ 略 

 

（指定） 

第二十七条 文部科学大臣は、有形文化財のうち重要なものを重要文化財に指定することができる。 

２ 略 

 

（管理団体による管理） 

第三十二条の二 略  

２～４ 略 

５ 重要文化財の所有者又は占有者は、正当な理由がなくて、第一項の規定による指定を受けた地方公

共団体その他の法人（以下この節及び第十二章において「管理団体」という。）が行う管理又はその

管理のため必要な措置を拒み、妨げ、又は忌避してはならない。 

６ 略 

 



（現状変更等の制限） 

第四十三条 重要文化財に関しその現状を変更し、又はその保存に影響を及ぼす行為をしようとすると

きは、文化庁長官の許可を受けなければならない。ただし、現状の変更については維持の措置又は非

常災害のために必要な応急措置を執る場合、保存に影響を及ぼす行為については影響の軽微である場

合は、この限りでない。 

２ 前項但書に規定する維持の措置の範囲は、文部科学省令で定める。 

３ 文化庁長官は、第一項の許可を与える場合において、その許可の条件として同項の現状の変更又は

保存に影響を及ぼす行為に関し必要な指示をすることができる。 

４ 第一項の許可を受けた者が前項の許可の条件に従わなかつたときは、文化庁長官は、許可に係る現

状の変更若しくは保存に影響を及ぼす行為の停止を命じ、又は許可を取り消すことができる。 

５・６ 略 

 

（保存のための調査） 

第五十四条 文化庁長官は、必要があると認めるときは、重要文化財の所有者、管理責任者又は管理団

体に対し、重要文化財の現状又は管理、修理若しくは環境保全の状況につき報告を求めることができ

る。 

 

第五十五条 文化庁長官は、次の各号の一に該当する場合において、前条の報告によつてもなお重要文

化財に関する状況を確認することができず、かつ、その確認のため他に方法がないと認めるときは、

調査に当たる者を定め、その所在する場所に立ち入つてその現状又は管理、修理若しくは環境保全の

状況につき実地調査をさせることができる。 

一 重要文化財に関し現状の変更又は保存に影響を及ぼす行為につき許可の申請があつたとき。 

二 重要文化財がき損しているとき又はその現状若しくは所在の場所につき変更があつたとき。 

三 重要文化財が滅失し、き損し、又は盗み取られる虞のあるとき。 

四 特別の事情によりあらためて国宝又は重要文化財としての価値を鑑査する必要があるとき。 

２～４ 略 

 

（登録有形文化財の管理） 

第六十条 略 

２ 略 

３ 文化庁長官は、登録有形文化財について、所有者が判明せず、又は所有者若しくは管理責任者によ

る管理が著しく困難若しくは不適当であることが明らかである旨の関係地方公共団体の申出があつた

場合には、関係地方公共団体の意見を聴いて、適当な地方公共団体その他の法人を、当該登録有形文

化財の保存のため必要な管理（当該登録有形文化財の保存のため必要な施設、設備その他の物件で当

該登録有形文化財の所有者の所有又は管理に属するものの管理を含む。）を行う団体（以下この節に



おいて「管理団体」という。）に指定することができる。 

４・５ 略 

 

（重要無形文化財の指定等） 

第七十一条 文部科学大臣は、無形文化財のうち重要なものを重要無形文化財に指定することができる。 

２ 文部科学大臣は、前項の規定による指定をするに当たつては、当該重要無形文化財の保持者又は保

持団体（無形文化財を保持する者が主たる構成員となつている団体で代表者の定めのあるものをいう。

以下同じ。）を認定しなければならない。 

３～５ 略 

 

（重要有形民俗文化財及び重要無形民俗文化財の指定） 

第七十八条 文部科学大臣は、有形の民俗文化財のうち特に重要なものを重要有形民俗文化財に、無形

の民俗文化財のうち特に重要なものを重要無形民俗文化財に指定することができる。 

２・３ 略 

 

（重要有形民俗文化財の管理） 

第八十条 重要有形民俗文化財の管理には、第三十条から第三十四条までの規定を準用する。 

 

（重要有形民俗文化財の保存のための調査及び所有者変更等に伴う権利義務の承継） 

第八十六条 重要有形民俗文化財の保存のための調査には、第五十四条の規定を、重要有形民俗文化財

の所有者が変更し、又は重要有形民俗文化財の管理団体が指定され、若しくはその指定が解除された

場合には、第五十六条の規定を準用する。 

 

（登録有形民俗文化財） 

第九十条 略 

２ 略 

３ 前二項の規定により登録された有形の民俗文化財（以下「登録有形民俗文化財」という。）につい

ては、第三章第二節（第五十七条の規定を除く。）の規定を準用する。この場合において、第六十四

条第一項及び第六十五条第一項中「三十日前」とあるのは「二十日前」と、第六十四条第一項ただし

書中「維持の措置若しくは非常災害のために必要な応急措置又は他の法令の規定による現状の変更を

内容とする命令に基づく措置を執る場合」とあるのは「文部科学省令で定める場合」と読み替えるも

のとする。 

 

第百十五条 第百十三条第一項の規定による指定を受けた地方公共団体その他の法人（以下この章及び

第十二章において「管理団体」という。）は、文部科学省令の定める基準により、史跡名勝天然記念



物の管理に必要な標識、説明板、境界標、囲いその他の施設を設置しなければならない。 

２～４ 略 

 

（指定） 

第百九条 文部科学大臣は、記念物のうち重要なものを史跡、名勝又は天然記念物（以下「史跡名勝天

然記念物」と総称する。）に指定することができる。 

２～６ 略 

 

（現状変更等の制限及び原状回復の命令） 

第百二十五条 史跡名勝天然記念物に関しその現状を変更し、又はその保存に影響を及ぼす行為をしよ

うとするときは、文化庁長官の許可を受けなければならない。ただし、現状変更については維持の措

置又は非常災害のために必要な応急措置を執る場合、保存に影響を及ぼす行為については影響の軽微

である場合は、この限りでない。 

２ 前項ただし書に規定する維持の措置の範囲は、文部科学省令で定める。 

３ 第一項の規定による許可を与える場合には、第四十三条第三項の規定を、第一項の規定による許可

を受けた者には、同条第四項の規定を準用する。 

４ 第一項の規定による処分には、第百十一条第一項の規定を準用する。 

５～７ 略 

 

（保存のための調査） 

第百三十条 文化庁長官は、必要があると認めるときは、管理団体、所有者又は管理責任者に対し、史

跡名勝天然記念物の現状又は管理、復旧若しくは環境保全の状況につき報告を求めることができる。 

 

第百三十一条 文化庁長官は、次の各号のいずれかに該当する場合において、前条の報告によつてもな

お史跡名勝天然記念物に関する状況を確認することができず、かつ、その確認のため他に方法がない

と認めるときは、調査に当たる者を定め、その所在する土地又はその隣接地に立ち入つてその現状又

は管理、復旧若しくは環境保全の状況につき実地調査及び土地の発掘、障害物の除却その他調査のた

め必要な措置をさせることができる。ただし、当該土地の所有者、占有者その他の関係者に対し、著

しい損害を及ぼすおそれのある措置は、させてはならない。 

一 史跡名勝天然記念物に関する現状変更又は保存に影響を及ぼす行為の許可の申請があつたとき。 

二 史跡名勝天然記念物がき損し、又は衰亡しているとき。 

三 史跡名勝天然記念物が滅失し、き損し、衰亡し、又は盗み取られるおそれのあるとき。 

四 特別の事情によりあらためて特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記念物としての価値を調

査する必要があるとき。 

２・３ 略 



 

第百三十三条 前条の規定により登録された記念物（以下「登録記念物」という。）については、第五

十九条第一項から第五項まで、第六十四条、第六十八条、第百十一条第二項及び第三項並びに第百十

三条から第百二十条までの規定を準用する。この場合において、第五十九条第一項中「第二十七条第

一項の規定により重要文化財に指定したとき」とあるのは「第百九条第一項の規定により史跡名勝天

然記念物に指定したとき（第百十条第一項に規定する仮指定を都道府県の教育委員会が行つたときを

含む。）」と、同条第四項中「所有者に通知する」とあるのは「所有者及び権原に基づく占有者に通

知する。ただし、通知すべき相手方が著しく多数で個別に通知し難い事情がある場合には、文部科学

大臣は、当該通知に代えて、その通知すべき事項を当該登録記念物の所在地の市町村の事務所又はこ

れに準ずる施設の掲示場に掲示することができる。この場合においては、その掲示を始めた日から二

週間を経過した時に当該通知が相手方に到達したものとみなす」と、同条第五項中「抹消には、前条

第二項の規定を準用する」とあるのは「抹消は、前項の規定による官報の告示があつた日からその効

力を生ずる。ただし、当該登録記念物の所有者又は権原に基づく占有者に対しては、前項の規定によ

る通知が到達した時又は同項の規定によりその通知が到達したものとみなされる時からその効力を生

ずる」と、第百十三条第一項中「不適当であると明らかに認められる場合には」とあるのは「不適当

であることが明らかである旨の関係地方公共団体の申出があつた場合には、関係地方公共団体の意見

を聴いて」と、第百十八条及び第百二十条中「第三十条、第三十一条第一項」とあるのは「第三十一

条第一項」と、「準用する」とあるのは「準用する。この場合において、第三十一条第一項中「並び

にこれに基いて発する文部科学省令及び文化庁長官の指示に従い」とあるのは「及びこれに基づく文

部科学省令に従い」と読み替えるものとする」と、第百十八条中「第三十五条及び第四十七条の規定

を、管理団体が指定され、又はその指定が解除された場合には、第五十六条第三項」とあるのは「第

四十七条第四項」と、第百二十条中「第三十五条及び第四十七条の規定を、所有者が変更した場合の

権利義務の承継には、第五十六条第一項」とあるのは「第四十七条第四項」と読み替えるものとする。 

 

（重要伝統的建造物群保存地区の選定） 

第百四十四条 文部科学大臣は、市町村の申出に基づき、伝統的建造物群保存地区の区域の全部又は一

部で我が国にとつてその価値が特に高いものを、重要伝統的建造物群保存地区として選定することが

できる。 

２ 略 

 

（聴聞の特例） 

第百五十四条 略 

２ 略 

３ 前項の聴聞の期日における審理は、公開により行わなければならない。 

 



（意見の聴取） 

第百五十五条 略 

２ 文化庁長官は、前項の意見の聴取を行おうとするときは、その期日の十日前までに、同項各号に掲

げる措置を行おうとする理由、その措置の内容並びに当該意見の聴取の期日及び場所を当該関係者に

通告し、かつ、その措置の内容並びに当該意見の聴取の期日及び場所を公示しなければならない。 

３ 第一項の意見の聴取においては、当該関係者又はその代理人は、自己又は本人のために意見を述べ、

又は釈明し、かつ、証拠を提出することができる。 

４ 当該関係者又はその代理人が正当な理由がなくて第一項の意見の聴取に応じなかつたときは、文化

庁長官は、当該意見の聴取を行わないで同項各号に掲げる措置をすることができる。 

 

第百七十二条 略 

２～４ 略 

５ 地方公共団体その他の法人が第一項の規定による管理を行う場合には、重要文化財又は重要有形民

俗文化財の管理に係るときは、第三十条、第三十一条第一項、第三十二条の四第一項、第三十三条、

第三十四条、第三十五条、第三十六条、第四十七条の二第三項及び第五十四条の規定を、史跡名勝天

然記念物に係るときは、第三十条、第三十一条第一項、第三十三条、第三十五条、第百十五条第一項

及び第二項、第百十六条第一項及び第三項、第百二十一条並びに第百三十条の規定を準用する。 

 

（都道府県又は市の教育委員会が処理する事務） 

第百八十四条 次に掲げる文化庁長官の権限に属する事務の全部又は一部は、政令で定めるところによ

り、都道府県又は市の教育委員会が行うこととすることができる。 

一 第三十五条第三項（第三十六条第三項（第八十三条、第百二十一条第二項（第百七十二条第五項

で準用する場合を含む。）及び第百七十二条第五項で準用する場合を含む。）、第三十七条第四項（第

八十三条及び第百二十二条第三項で準用する場合を含む。）、第四十六条の二第二項、第七十四条第

二項、第七十七条第二項（第九十一条で準用する場合を含む。）、第八十三条、第八十七条第二項、

第百十八条、第百二十条、第百二十九条第二項、第百七十二条第五項及び第百七十四条第三項で準用

する場合を含む。）の規定による指揮監督 

二 第四十三条又は第百二十五条の規定による現状変更又は保存に影響を及ぼす行為の許可及びその

取消し並びにその停止命令（重大な現状変更又は保存に重大な影響を及ぼす行為の許可及びその取消

しを除く。） 

三 第五十一条第五項（第五十一条の二（第八十五条で準用する場合を含む。）、第八十四条第二項

及び第八十五条で準用する場合を含む。）の規定による公開の停止命令 

四 第五十三条第一項、第三項及び第四項の規定による公開の許可及びその取消し並びに公開の停止

命令 

五 第五十四条（第八十六条及び第百七十二条第五項で準用する場合を含む。）、第五十五条、第百



三十条（第百七十二条第五項で準用する場合を含む。）又は第百三十一条の規定による調査又は調査

のため必要な措置の施行 

六 第九十二条第一項（第九十三条第一項において準用する場合を含む。）の規定による届出の受理、

第九十二条第二項の規定による指示及び命令、第九十三条第二項の規定による指示、第九十四条第一

項の規定による通知の受理、同条第二項の規定による通知、同条第三項の規定による協議、同条第四

項の規定による勧告、第九十六条第一項の規定による届出の受理、同条第二項又は第七項の規定によ

る命令、同条第三項の規定による意見の聴取、同条第五項又は第七項の規定による期間の延長、同条

第八項の規定による指示、第九十七条第一項の規定による通知の受理、同条第二項の規定による通知、

同条第三項の規定による協議並びに同条第四項の規定による勧告 

２ 都道府県又は市の教育委員会が前項の規定によつてした同項第五号に掲げる第五十五条又は第百

三十一条の規定による立入調査又は調査のための必要な措置の施行については、行政不服審査法によ

る不服申立てをすることができない。 

３ 略 

４ 都道府県又は市の教育委員会が第一項の規定によつてした次の各号に掲げる事務（当該事務が地方

自治法第二条第八項に規定する自治事務である場合に限る。）により損失を受けた者に対しては、当

該各号に定める規定にかかわらず、当該都道府県又は市が、その通常生ずべき損失を補償する。 

一 第一項第二号に掲げる第四十三条又は第百二十五条の規定による現状変更又は保存に影響を及ぼ

す行為の許可 第四十三条第五項又は第百二十五条第五項 

二 第一項第五号に掲げる第五十五条又は第百三十一条の規定による調査又は調査のため必要な措置

の施行 第五十五条第三項又は第百三十一条第二項 

三 第一項第六号に掲げる第九十六条第二項の規定による命令同条第九項 

５ 前項の補償の額は、当該都道府県又は市の教育委員会が決定する。 

６ 前項の規定による補償額については、第四十一条第三項の規定を準用する。 

７ 前項において準用する第四十一条第三項の規定による訴えにおいては、都道府県又は市を被告とす

る。 

８ 都道府県又は市の教育委員会が第一項の規定によつてした処分その他公権力の行使に当たる行為

のうち地方自治法第二条第九項第一号に規定する第一号法定受託事務に係るものについての審査請求

は、文化庁長官に対してするものとする。 

 

（地方文化財保護審議会） 

第百九十条 都道府県及び市町村の教育委員会に、条例の定めるところにより、地方文化財保護審議会

を置くことができる。 

２・３ 略 

 

 

 


